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ロシアの優略と戦う

|

優階国ロシアを覆rl「る

トランプの停戦案

世界を大国の勢力圏によつて分

割支配するという米トランプの考

え方は、19世紀の帝国的植民地主

義の時代に逆戻りしたかのようで

ある。ウクライナ等旧ソ連圏をロ

シアの勢力圏とみなすプーチンの

世界観 (大ロシア主義∋と重なり極

めて危険である。「世界を分轄統治

するがごとき行動に走れば弱肉強

食の時代に逆行してしまう」(5.

3毎日社説)。 プーチンが 2022年

2月 にウクライナヘの全面侵略に

踏み込んだのは、もともとロシア

のもの C肇史的領土の一部)だった

ものを取り戻す (併合・属国化する)

ためであつて侵略には当たらない

一という詭弁の背景に大ロシア主

義というバックボーンがあつた。

プーチンは大国ごとの勢力圏の形

成という帝国的植民地主義の野心

を隠そうとしない。この意図・戦争

目的を見誤ったり過小評価するこ

とは、侵略を正当化するロシアの

プロパガンダ (言い訳、作り話)に

与することになる。米ウィトコフ

特使のように「ロシアの新たな侵

略を心配する理由はない」などと

根拠なく断言するのは愚かだ。米

国、ロシア、中国の指南曜「が、そろ

って「帝国」と「専制」を志向する

時代だからこそ、世界は、あらゆる

ナショナリズム (国家主義)に対抗

しうる「新たな国際主義」(マイケ

ル・ハート)を必t要としている、と

いう時代認識を持つべきであろう。

ウクライナは今、ロシアによる

侵略はもとより、「停戦」を仲介す

る米国のトランプ政権からも「降

伏」に近い譲歩を迫られ理不尽な

圧力にさらされている。しかしロ

シアには「停戦」に応じる意志は一

向に見られない。むしろ侵略戦争

を続け占領地を拡大しようとして

いることは明らかだ。

トランプ政権が提示したとされ

る「停戦」案と1丸 ①2014年にロ

シアが一方的に併合を宣言したク

リミア半島の領有を認め、ウクラ

イナ東・南部4州の大部分につい

てもロシアによる占領を容説 ②

NATOへのウクライナの加盟を認

めないと「約束」。③「停戦」の見

返りとして米欧各国が科した対ロ

シア経済制裁を解除一‐という内容

となつている。これらは、ほぼロシ

ア側の要求に沿った内容である。

トランプ政権は、侵略国ロシアの

側に並び立って、ウクライナに対

しロシアに占領された領土の事実

上の「害願むを迫る圧力をかけてい

ると断じざるを得ない。侵略を受

け多大な犠牲を払いながら抵抗し

てきたウクライナにとっては、到

底受け入れ難い内容だ。ロシアの

占領下では、同化と民族浄化にさ

らされている苛酷な現実を目の当

たりにしているからだ。ロシア寄

りがあからさまなトランプの「停

戦」案は、「公正な和平」をもたら

すものではない。ウクライナの独

立と主権、自決権を踏みにじる侵

略国ロシアを利するような、また

「自由と尊厳」を犠牲にして成り

立つような「和平」は、欺購であり

不公正である。

いまゼレンスキー大統領は、あ

の悪名高い米大統領執務室でのト

ランプとの2.28首脳会談のおかげ

で、ウクライナ国内でかつてない

ほど支持率を上げた。ウクライナ

は、米国からの支援が仮に停止さ

れ、一時的に抵抗戦の後退を余儀

なくされても、国内で生産する兵

器 (全体の4割)や欧州等から供与

された兵器で、何らかの抵抗を何

年も戦い続けられると見られる。

ウクライナの人々の多くは、ロシ

アに占領された領上の割譲を認め

ない、「ウクライナはまだ生きてい

る」という意志を貫いている。
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反戦の傾面を被つた

鵬 麟 の代職 織

ウクライナ戦争の行方は、世界

の今後の情勢を占う試金石となっ

ている。したがつて左翼や反戦運

動をふるいにかけてもいる。ロシ

アが始めたあからさまなウクライ

ナヘの侵略戦争に反対するか否か。

。それは左翼や反戦派の存在意義が

試されるバロメーターと言える。

侵略はいかなる理由や言い訳によ

っても正当化などできない蛮行で

ある。「侵略反対」は、左翼や反戦

派である限り、また自由と尊厳を

蔑ろにする者でなければ、疑う余

地のない大前提である。「侵略に反

対する」ということは、侵略された

側の抵抗する権利と戦う正当性―

例えば戦前の日本帝国主義の侵略

と戦つた朝鮮や中国人民、戦後の

ベ トナム人民の戦い等―を誰に支

援されているかに関わらず、認め

ることが道理である。帝政ロシア

による植民地的隷属を被ったウク

ライナには民族自決権がある。ま

た国際法によっで、この自決権を

侵害する侵略や占領に抵抗する権

利が認められているのである。

ところが一部の左翼の認識は大

きく異なる。「侵略反対」を日先で

唱えながら、侵略を受けたウクラ

イナの自決権、抵抗権を認めない。

ウクライナの存在自体を否定しロ

シアにイ井合あるいは属国化しよう

とする侵略国ロシアの側に与して

いるからだし「ロシア軍のウクライ

ナからの即時全面撤退」を求めた

国連総会決議に反対す
。
ることは、

国際法違反の侵略行為を事実上容

認する「侵略擁護者」であることを

自ら認めたに等しいのである。実

際、ロシアのウクライナヘの全面

侵略から丸3年を迎えた2月 24日

の国連総会で、「ロシア軍の即時撤

退」を要求した決議案に、米トラン

プ政権はロシアや北朝鮮の側に立

って反対した。侵略という文言を

用いたロシアヘの非難にも反対し、

侵略という紛れもない事実に背を

向けロシア擁護の立場をあらわに

した。この瞬間、和田春樹らロシア

寄りの「即時停戦」論者や一部左翼

が唱えてきた「米対ロシアの代理

戦争」論は、ぶざまに破綻した。侵

略を正当化するプーチンの嘘人百

の作り話、言い訳に同調し「早期停

戦」を探るトランプの虚言と「代理

戦争」論のどこが違うのか。反戦の

仮面を被った彼らのいかさま振り

と偽善がさらけ出されたと言える。

このように従来、左翼や反戦派

が体現し存在意義としてきた「侵

略反対」という価値観を自ら投げ

捨てる思想的な変節がウクライナ

戦争を巡つてあぶり出されたので

ある。その最たるものが「代理戦争」

(帝国主義間代理戦争)論である。

この侵略擁護の言説は、反戦運動

に深刻な危機と混乱をもたらし、

世界的にも侵略反対か侵略擁護か

という左翼の大分岐の要因になっ

ている。したがって左翼全体の信

頼を失墜させ衰退に拍車をかけた

「代理戦争」論の誤りを指摘し論

難することは、ウクライナとの連

帯のため、そして左翼への信頼を

回復するために避けて通れない厄

介な課題である。我々に課せられ

た重い課題なのである。

一部左翼の「代理戦争」論がいか

にまやかしで侵略国ロシアを利す

る (あるいは1猪養する)立:場に立っ

ているか。ウクライナ戦争をウク

ライナを利用して米欧の西側がロ

シアに対して仕掛けた米欧対ロシ

アの「代理戦争」であるとする言説

は、プーチンの作り話をほばなぞ

つているに過ぎない。何よりも侵

略者と侵略された者を同列に扱う

ことによつて、侵略という紛れも

ない蛮行から目を逸させ不間に付

す。さらに悪質なことに侵略され

たウクライナに「米欧の代理勢力・

手先」という汚名を着せることで、

侵略を受けた側にまるで非があっ

たかのように批判の矛先を向けバ

ッシングする。侵略に抵抗する者

を何故愚弄することができるのか。

恥ずべき倒錯であり腐つている。

「戦争はウクライナ側に責任があ

る」としたトランプの誤りから学

ぶべきだ。そもそもロシアによっ

て強制的に併合され植民地的隷属

を強いられたウクライナの苦難の

歴史と民族自決権に対する冒涜で

あり歴史的視点を欠いた無知の裏

返しである。かつて米国によるべ

トナム侵略戦争を「米ソ陣営間対

立による代理戦争」にすり替え事

実をねじ曲げた革マル派の主張と

同類ではないか。このように「代理

戦争」という概念は、「冷戦」時代

の「東西陣営間対立」のシェ~マ

(構図)をアナロジーすることで、

侵略を不間に付し、侵略への抵抗

を矮小化し貶めるために捏造され

たものと言える。
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プーチンのエビゴーネン

ネォスターリニスト

ロシアのプーチンは、ソ連崩壊

後に失った勢力圏を再び取り戻す

という大ロシア主義 (紛れもない

帝国的植民地主義)の領土的野心

を隠さない。その一方でウクライ

ナ侵略の戦争目的をカムフラージ

ュすることに腐心してきた。①「ロ

シアの歴史的領土の一部、小ロシ

ア」に過ぎないと、ウクライナの存

在と自決権そのものを否定するこ

とで、侵略に当たらないと強弁す

る。②「米欧や NATOが ウクライ

ナを使ってロシアを弱体化させよ

うと仕掛けた (イヤ∋ 戦争」である

と米欧のせいに責任転嫁し侵略戦

争を自衛 (祖国防衛)の戦いにすり

替える一。これは明らかな侵略者

の常套句ではないか。また元KGB

出身のプーチンは、「西側諸国は民

主化の旗印のもとに常に東側の体

制転覆をもくろんできた」という

世界観 (陰謀論だ !)に凝り固まつ

ている。ソ連崩壊を「20世紀最大

の地政学的惨事」と評し、旧ソ連圏

であるウクライナヘの米欧の支援

はロシアの勢力圏に対する破壊工

作と捉え、西側への強迫観念に囚

われている。朝日は 5■0の社説で

「プーチン氏は侵攻時、迫害され

ているロシア人を守るためと説明

した。ナチスドイツが『 ドイツ人の

保護』を理由にポーランドに侵攻

したことを想起させる。詭弁でし

かない。…歴史に残る蛮行だ」と断

じた。

ところが一部の左翼は、ファシ

スト並みの独裁者プーチンの作り

話やプロパガンダ (政治宣伝)に積

極的に同調Lそのマヌーバー (事実

を偽り人を欺く手法)の片棒を担

ぐ代弁者となっている。ロシアに

よるウクライナヘの侵略戦争の責

任を、侵略されたウクライナに負

わせること自体、思想的な倒錯を

自らさらけ出している。もはや「プ

ーチンのエピゴーネン」「侵略の擁

護者」であると断じる他ない。彼ら

がウクライナの民族自決権を蔑ろ

にしていることは、思想的にスタ

ーリン主義の亜流、現代のネオス

ターリニストであることの何より

の証と言える。

その典型が、「この戦争はウクラ

イナのNATO加盟構想にロシアが

反対し軍事侵攻したことによつて

始まった」(「風をよむ」57号 )。「ロ

シア帝国主義と、これを牽制し弱

体化させようとする欧米帝国主義

諸国の覇権争いがウクライナ戦争

の背景にある」、「ロシアを挑発し

て追い詰めて後戻りできない侵略

戦争に駆り立て…戦争を長期化さ

せた」 (「風をよむ」58号)一とす

る言説である。侵略を正当化する

プーチンの作り話をなぞった言説

は、彼らが敵視してきた党派の「ゥ

クライナ戦争は、ウクライナを前

面に立たせた米帝・帝国主義によ

る対ロシア戦争に他ならない」

(「前進」3露3号)という帝国主義

間 (イ博勤戦争論と皮肉にも類似し

ている。「ロシアがウクライナを攻

撃する理由はなかった。ロシアの

せ・いではない」と、あからさまに侵

略国ロシアを擁護した米 トランプ

の虚言と大差ない。

「ロシア軍の即時撤退」を求めず

ウクライナ支援に反対することは、

ロシアの侵略と占領を容認するこ

とに等しいのである。「反侵略」よ

りも「反米」を優先し、ウクライナ

の抵抗をあざけり、民族自決権を

蔑ろにする点では、欧州の極右フ

ァシストの言動とほとんど変わら

ない。隠れ親ロシア派であること

を自らさらけ出している。我々が

一部左翼をネオスターリニストと

呼ぶのは、ウクライナの民族自決

権を否認し大ロシア主義に拝脆し

たスターリンと同じ過ちを今日犯

しているからだ。スターリン主義

の歪んだ思想の特徴は、①民族自

決権をはじめ民主主義それ自体を

敵視し、北朝鮮や中国等の専制政

治を容認する。②「公正さ。フェア

ネス」を著しく欠いたマヌーバー

によつて事実の隠蔽や歪曲もため

らわない。③情勢認識や組織の在

り方について誤りや欠陥を克服す

るための討論の自由を封殺、異論

や反論を認めない。これらは日本

共産党に典型だ。こうした思想的

歪みに蝕まれ面従腹背が蔓延した

運動や組織は腐る。だが深刻な問

題は、その大半が自らに潜在する

スターリン主義的な歪みに無自覚

なことだ。特に公正さはレーニン

とスターリンとの思想的な分岐点

である。

侵略を不間に付す「代理戦争」論

は、いずれ歴史の法廷で被告席に

立たされ断罪されるであろう。深

い恥と後悔の念を持って自らの過

ちを振り返ることになるに違いな

い。侵略への怒りを忘れた者に、

「反戦」を語る資格があるとは思

えない。
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スターリン主義との分岐点

レーニンと民族自決権
<I> 原 隆

現代のアポリアとしての

植民地・民族問題

「大ロシア主義」の領土的野心を

隠さないプーチンによるウクライ

ナ侵略戦争一ウクライナ戦争は、

帝国的植民地主義とそれに対する

「自由と尊庸むをかけた「民族自決

権」の問題、いわゆる「植民地・民

族問題」が、決して過去の錆付いた

理念ではなく、現代世界を照らす

メルクマールとなつていることを

知らしめた。「ポスト・コロニアノ均

―脱植民地の時代と呼ばれる 21

世紀の現代にあつて、「民族問題」

あるいは「植民地・民族 (自決権)

問題」は、依然として世界が直面す

る未解決の「難問 (アポリア)」 で

ある。しかもマルクス主義にとつ

てそれは、これまで`融想的・政治的

な「アキレス腱」とさえ言われてき

た。したがって世界の革命的変革

にとって、また真の民主主義と国

際主義、社会主義の再生にとつて、

「植民地主義と民族的抑圧からの

解放」というテーマは、最も緊要な

古くて新しい課題なのである。現

在もウクライナで、パレスチナで、

帝国的植民地主義によって多くの

人々が命の危険や破壊・略奪の恐

怖にさらされ、「自由と尊厳」を踏

みにじられている。この現実から

目を背けることは許されない。

それゆえ歴史を振り返り過去に

参照軸を求めることは不可欠であ

る。「歴史とは、現在と過去との間

の絶えぎる対話」、「過去は、現在の

光に照らして初めて私たちに理解

できるもの」(E・ H・ カー)であ

るとするなら、私たち、とりわけマ

ルクス主義的左翼は、果たして過

去の誤りや失敗、「負の歴史」から

教訓を導き出し学んでいると言え

るだろうか―‐と私は自問し危惧せ

ざるを得ない。

したがってロシア革命によって

成立したソヴィエト連邦を著しく

変質させ、社会主義とマルクス主

義そのものを根本から歪めたスタ

ーリン主義を徹底的に批判するこ

とは、避けて通れない課題である。

なぜならこの「植民地 0民族問題」

にこそ、スターリン主義が胚胎し

た要因があり、その誤りが最も凝

縮されているからだ。言い替えれ

ば、「植民地・民族問題」を避けて

は、大ロシア主義的排外主義・ナシ

ョナリズムに拝脆し、「一国社会主

義」を正当化したスターリン主義

を根本から批判することができな

い。マルクス主義者はスターリン

主義の呪縛―自己に潜在するスタ
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―リン主義的な歪み一―から自由で

はありえないからである。過去の

歴史から教訓を学ばなければ、ス

ターリンと同じ過ちを繰り返すこ

とになるからだ。現に一部の左翼

はウクライナ戦争を巡って、新た

な間違いを犯している。

世界に新時代の幕開けを告げる

号砲となったロシア革命とその理

念であった「社会主義」は、真の民

主主義と国際主義の実現を目指し

ながらも、スターリン主義によっ

て帝国的植民地主義の紛れもない

残滓である大ロシア主義という偏

狭なナショナリズムに堕してしま

つた。「ナショナリズムは容易に排

外主義にまで堕落した」 (E・ H・

カー『 ロシア革命』)のである。ス

ターリンによる「一国社会主義は、

マルクスによつてもレーニンによ

っても拒絶された、古いロシアの

民族的偏狭を志向するものであつ

た」(前同)。 ロシア革命と社会主義

にとつて、「植民地・民族問題」は、

その本質一理念や価値観、ポリシ

ーに関わる核心的な課題であった。

それゆえ重要な論点、分岐点とな

った。ロシア革命の「未完性」や「輝

ける闇」(光と闇)、 スターリン主義

の胚胎と歪みが、そこに凝縮され

てもいるのである。



ロシア革命の内実にかかわる間

題として「民族自決権」の問題がソ

ヴィエ ト連邦の結成 (1922年 12

月)を巡ってボルシェヴイキ内で、

重大な論争点となった。かつて帝

政ロシアに国内植民地として併合

され隷属させられたウクライナや

グルジア等少数民族の自決権 (分

離・独立の自由)を認めるべきだと

訴えたレーニンに対して、民族自

決権を「民族的自由主義」であると

否定、各共和国を「自治共和国化」

しロシアに併合することを主張し

て事実上大ロシア主義に拝脆した

スターリンとが、決定的に対立し

た。いわゆる「レーニンの最後の闘

い」である。「民族自決権」を巡る

レーニンとスターリンとのこの思

想的な対立・分岐は、レーニンの死

後、実権を握ったスターリンのも

とでソヴィエ ト連邦が深刻な危機

と変質を深めていく転回点となっ

たのである。

そして 100年後の今、同根の危

機が、マルクス主義的左翼を蝕ん

でいる。現在も続けられているロ

シアによるウクライナヘの侵略一

「ウクライナ戦争」を巡ってだ。侵

略国ロシアを擁護する者と侵略に

抵抗するウクライナを支持する者

との大分岐である。

プーチンによるウクライナヘの

侵略戦争は、ロシアとウクライナ

との支配一被支配の歴史と、民族

自決権の問題に改めて光を当てた。

反植民地主義と抑圧された民族の

自決権■‐自由と解放のための問い

は、マルクス主義的左翼にとって

存在意義を問われる闘いである。

被抑圧民族の「自決権」と侵略や占

領に対して戦う「抵抗権」は、植民

地支配と民族的抑圧からの解放を

求める闘いから生まれた不可侵の

権利である。ウク.ライナの民族自

決権を否定することは、紛れもな

い帝国的植民地主義である大ロシ

ア主義との闘いを否定し、自らネ

オスターリニストであることを証

明するものだ。

マルクスとレーニンの

民族自決権綸

マルクスは、従来の自らの民族

問題認識を、「アイルランド問題」

一イギリスの国内植民地からの解

放を求めるアイルランドの独立一

をモーメントに「1“度的に転換」

させ、アイルランドの独立・民族解

放を支持する立場を鮮明にした。

それは第 1イ ンターナショナル

(国際労働者協会)で、アイルラン

ドの民族解放を支持することに反

対していたパクーニンとの激しい

論争となった。マルクスは、1869

年 12月 10日 のエングルス宛の手

紙において、「アイルランドの体制

をイングランドの労働者階級の権

力獲得によつて転覆させることが

できるのだと、私は長い問信じて

きた。(略〉私は今ではそれと反対

のことを確信するようになった。

イングランドの労働者階級は、ア

イルランドから手を切らない限り

は、何事も成し遂げられないだろ

う。梃子はアイルランドに据えな

ければならない。このことのため

に、アイルランド問題は社会運動

全般にとって非常に重要なのだ」

(マルクス・エングルス全集第32

巻)一とはっきりと自らの認識が

変わったと述べている。そしてイ

ンターナショナルでの論争中、彼

は自身の考えを以下のように要約

した。

「(資本の中心である)イ ング

ランドにおける社会革命の促進

は、だから国際労働者協会の最

も重要な対象である。これを促

進する唯一の手段、それはアイ

ルランドを独立させることであ

る。だから『インターナショナノ嘲

の任務は、いたるところでイン

グランドとアイルランドとの間

の紛争を前面に押し出すこと、

いたるところで公然とアイルラ

ンドに味方することである。ロ

ンドンの総評議会の特殊な任務

は、アイルランドの民族的解放

がイングランド労働者階級にと

って、抽象的な正義とか人道主

義的感情の問題ではなくて、彼

ら自身の社会的解放の第 1条件

であるという意識を、イングラ

ンド労働者階級の心のうちに呼

びさますことである」 (マルク

ス・エングルス全集第 32巻)

このようにマルクスは、世界情

勢を革命的に切り拓く「梃子」は、

イングランド(イギリス)ではなく

「アイルランドに据えなければな

らない」と断言し、イギリスの支配

階級に対する決定的な打撃は…イ

ギリスにおいてではなく、fアイル

ランドにおいてのみ与えられうる」

「アイルランドの解放一独立がイ

ギリスの労働者階級の解放の前提

条件である」とまで明言するよう

になったのである。

(6)



ケヴィン・アンダーソン (カ リフ

ォルニア大学教授)は、「マルクス

は 1869年および 1870年に自分が

アイルランドについての立場を変

えたと書いた。いまやマルクスは、

イングランドの労働者による革命

がアイルランドの独立に先行しな

ければならないだろうという、よ

り近代主義的な初期の立場を否定

し、アイルランドの独立をイング

ランドにおける社会主義的変革の

ための前提条件として主張するよ

うになったのである」 (『周縁のマ

ルクス』 (社会評論社 2015年 2

月)と指摘している。こうしたマル

クスのアイルランド問題に関する

論稿が果たした意義について、ケ

ヴィン・アンダーソンは、「資本主

義を根絶するための闘争において

階級と民族解放の弁証法が具体化

することを表すものである。 (略〉

それらは、他の思考のより大きな

転換を示しており、すなわち、産業

的に発展した社会における労働者

革命に先んじて、資本主義の周辺

部における闘争が火花となり爆発

することがありうるという考えヘ

の転換である」と解説している。

レーニンは、マルクスのインタ

ーナショナルにおけるアイルラン

ド問題報告から示唆を得ることで、

自らの「植民地・民族問題」認識と

「民族自決権論」を深化させてい

った。レーニンは「民族自決権につ

いて」(レーニン全集 20巻 1914

年 2-5月 )という論稿で次のよ
うに述べている。

「マルクスは、はじめは、被抑圧

民族の民族運動ではなくて抑圧

民族のあいだの労働運動がアイ

ルランドを解放するだろう、と

考えていた。マルクスは、あら

ゆる民族の完全な解放をもたら

しうるのは、労働者階級の勝利

だけであることを知っていたの

で、決して民族運動を絶対的な

ものにまつりあげなかった。

〈略〉備謗議主。だが情勢の変化

によつて)マルクスは自分の見

解を再検討し、それを訂正した。

『ある民族が他の民族を隷属さ

せることは、その民族にとつて

不運である』。アイルランドがイ

ギリスの抑圧から解放されない

限り、イギリスの労働者階級は

解放されないであろう。イギリ

スにおける反動を強化しはぐく

むものは、アイルランドの隷属

である (ち ようど、ロシアにお

ける反動をはぐくんでいるのが、

ロシアによる幾多の民族の隷属

であると同じに !)。 そして、マ

ルクスは、インターナショナル

で「アイルランド民族」、「アイ

ルランド人民」に対する同情決

議を提案するさい…『たとえ分

離したのち連邦制をとることに

なろうとも』、アイルランドのイ

ギリスからの分離を説いている

のである」。

レーニンは、社会主義を目指す

革命の不可分な前提として、大ロ

シア主義=帝国的植民地主義によ

って抑圧され隷属させられた民族

の解放と民主主義のための問いを

結びつけることの重要性を強調し

た。そして、この民主主義の中で最

も:重視したのが、「少数民族におけ

る民主主義」としての自決権であ

った。だが当初レーニンも、民族

問題は階級対立の廃止によつて解

消される一・という階級還元論の立

場だった。この点ではアイルラン

ドなどの民族問題をあからさまに

軽視したエンゲルスや、民族自決

権を「民族主義的空語」であると否

定したローザ・ルクセンブルク、革

命の利益に従属すべきであると諸

民族の自決権を侵害して「大ロシ

ア主義に手を貸した」スターリン

ーと大きな違いはなかった。とこ

ろが、「アイルランドの解放」を社

会主義的変革のための前提条件で

あると民族問題認識を「180度的

に転換」したマルクスから示唆を

得たことで、レーニンもまた帝国

主義の本質を植民地主義と民族抑

圧に求め植民地の被抑圧民族の自

決権 (分露・独立)の要求と解放運

動を重視していったのである。

その後レーニンは、1917年のロ

シア革命から 1922年のソヴィエ

ト連邦結成を巡るスターリンとの

「レーニンの最後の問い」に至る

まで、ウクライナやグルジア等の

諸民族の自決権を大ロシア主義に

対する闘いとして、また社会主義

と民主主義、国際主義の見地に照

して擁護し重視していった。この

レーニンの思想と対極にあつたの

がスターリンである。スターリン

は「諸民族の自決権のほかに、自分

の権力を固める労働者階級の権利

もあり、そしてこの後者の権利に

自決権が従属することを心にとめ

るべきである」(1923年 4月 )と

明言。スターリンら半ば腐ったボ

ルシェヴィキらによつてレーニン

の民族自決権論は葬り去られてい

った。    (次 号Ⅱへ続く)
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7.6ウクライナは今
志葉玲民(ジャーナリスト)の現地報告

<コーディネーター>林 克明(まさあき)

●日時 7月 6日 (日)午後 1時 15分開場
●場所 渋谷区勤労福社会館 2F第2洋室

●主催 ウクライナ連帯ネツトワーク(SUN)090-1429--9485

<志葉玲氏プロフィール>

1975年生まれ。2001年からフリージャーナリストとしてイラク、パレスチナなど

取材。2022年からは、ウクライナの現地取材を続ける。著書に『ウクライナ危機が

問う日本と世界の平和 戦場ジャーナリストの提言』(あけび書房)など。

ウクライナは今、ロシアによる

侵略はもとより、「停戦」を仲介す

る米国のトランプ政権からも「降

伏」に近い譲歩を迫られ理不尽な

圧力にさらされています。一方、侵

略国であるロシアには、「停戦」に

応じる意志は一向に見られません。

むしろ侵略戦争を続け占領地を拡

大しようとしていることは明らか

です。

トランプ米政権が提示したとさ

れる「停戦」案は、ほぼロシア側の

言い分に沿った内容で、侵略を受

けた被害者であるウクライナに対

し、ロシアによつて占領された領

土の事実上の「割譲」を迫るもので

す。「公正」とは到底言い難い代物

です。ロシアの侵略を受け多くの

犠牲を払いながら抵抗してきたウ

クライナの人々にとつては、理不

尽で受け入れ難い提案です。ロシ

アの占領下にある地域では、同化

と民族浄化にさらされ「自由と尊

厳」が奪われているのです。この現

実から目を背け占領を容認する訳

にはいかないからです。

ウクライナの独立と主権、自決

権を踏みにじる侵略国ロシアを利

するような「和平」は、欺朧であり

公正ではありません。ウクライナ

の世論の多くは、ロシアに占領さ

れた領土の割譲は認めない、
「自由

と尊厳は手放さない」一とロシア

ヘの「隷属と降伏」を拒む意志を貫

いています。ロシアは侵略戦争を

直ちに止め、ウクライナから全面

撤退すべきです。
「公正な和平」を

訴え、侵略に抵抗するウクライナ

ヘの支援と連帯の輪を広げていく

ことが今ほど強く求められている

時はありません。新たな厳しい試

練にさらされている「ウクライナ

の今」に注目して下さし■

(文責・原隆)


